
市民活動団体
(地域住民組織など)

□
その他

（　　　　　　　　）

11,277 千円

人件費

千円

千円

作成責任者

□
市民活動団体
（　NPOなど　）

□

千円

39,706

帰国・来日等の子どもの教育

なし

事業内容
（手段、手法な

ど）

・帰国・来日等の子どもの就学や学校生活への適応等の教育相談のため、教育活動支援担当に
　相談窓口を設置するとともに、必要に応じて担当者を学校に派遣。
・日本語指導が必要な児童･生徒を対象に日本語指導を実施。
　　小学校1～3年生 →日本語指導に専門的な知識や技能を持つ指導者を委嘱し学校に派遣。
　　小学校4年生以上→「帰国した子どもの教育センター校」に通級し日本語指導及び適応指導を実施。
　　※「帰国した子どもの教育センター校は市内に小学校4校・中学校4校、計8校設置」)
・編入学後、日本語のできない保護者や児童･生徒と学校との意思疎通を図るため、通訳者を派遣。
　　※現在、14言語に対応

担当局・部名 教育委員会事務局　指導部

帰国･来日等の子ども（小学校1年生から中学校3年生）
　帰国･来日等の児童生徒数601名
　うち日本語指導が必要な児童･生徒数263名　（いずれも平成20年5月1日現在）

■　直接実施

□　外部委託

□　その他（　　　　　　　　　　　）

実施済の外部
委託の内容と
実施主体

直接実施してい
る業務の内容

根拠法令

事務事業名

実施方法
（該当するものすべ

てにチェック）

目　的
（何のために）

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象

に）

事業シート（概要説明書）

職員構成
概算人件費
（平均人件費×
　従事職員数）

コ
ス
ト

人件費

事業開始年度

人

・帰国･来日等の児童生徒が在籍する学校への指導･助言
・教育相談
・日本語指導協力者や通訳者の派遣

従事職員数

総　計

事業費

2.8担当本務職員 22,54528,429

平成21年度（予算）

事業の必要性

近年、本格的な国際化が進展する中、帰国･来日等の子どもの編入学が増加している。また、子どもの出
身国の多様化や日本語指導を必要とする子どもの割合も増加しており、こうした子どもたちの在籍は各
校に少数で分散している傾向がある。こうした子どもたちが各校で日本人の子どもたちとともに学び、
ともに生き、互いのちがいを認め合う関係をつくっていくためには、日本語指導や適応指導等の支援は
不可欠であり、こうした支援を行い、子どもの教育を受ける権利を保障するため、本市が主体的に行う
必要がある。

人

臨時職員他 5,884 千円 2.0

教育活動支援担当

風間　浩

□民間企業 □外郭団体等

帰国・来日等（中国等からの引き揚げ者の子ども及び関連して来日した孫や身内の者を含む）の子ども
の日本語指導及び学校生活への適応を図るとともに、保護者と学校との意思の疎通を図る。

センター校事業Ｓ59年度～、
通訳者派遣事業Ｈ４～、
日本語指導協力者派遣事業Ｈ９～

実施主体

委託内容

担当課名

事業番号 3-2



事業シート（概要説明書）

事業番号 3-2

その他

（　　　　　　　　）
□ 市民活動団体

(地域住民組織など)
□

Ｈ21(予算)

千円

千円

総　額

38,984

39,731

39,706

単位当りコスト
（総事業費/
事業実績）

日本語指導が必要な児童・生徒
１人当たりのコスト

円/人 166,598

14,165円/時間
日本語指導・通訳派遣
１時間当たりのコスト

さらなる民間活用
・市民協働推進の予

定

■無

目指す成果
（今後どのような状
態にしたいか、なる
べく定量的に記入）

・教育相談においては、帰国･来日等の子どもの保護者が抱える悩みや不安に対して的確に対応する。
・日本語指導においては、帰国･来日等の子どもが日常生活をおくるうえでの基本的な日本語能力
  を身につけることをめざす。
・通訳者派遣においては、保護者や子どもと学校との意思疎通を図り、互いの不安や課題の解決を図る。

年々増加する帰国･来日等の子どもに対する現行の支援事業を継続するだけでなく、今後さらに多様化す
る子ども一人ひとりの特性に応じた支援事業のあり方の工夫を図らねばならないと考える。

達成状況
（目指す成果に対し
て、実施・達成した

状況を記入）

　教育相談回数は編入学時に156件、日本語指導協力者派遣は42校1,275時間（対象児童51人）、
センター校への通級児童・生徒数は、174人（小学校73人　中学校101人）
通訳者派遣回数は14言語、1,376時間に及ぶ。（いずれも平成２０年度）
　こうした結果、児童・生徒においては、習得した日本語で積極的にコミュニケーションをとるなど、学
校生活への適応が図れ、保護者においても懇談会や授業参観等の学校行事への積極的な参加が図れた。

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

□民間企業

（予定する業務と、想定しうる実施主体を下欄に記入）

実施方法が外部委託の場合、委託料等を内数で記入

千円

年　度

Ｈ19(決算)

Ｈ20（予算）

21年度総事業費
内訳

（委託料等を明記）

日本語指導協力者派遣　     9,084千円
　  協力者報償金　＠3,840×1170ｈ　　4,493千円　 　協力者連絡会　＠3,840×2ｈ×１2月×12名　1,106千円
　  協力者ボランティア保険料　　　　　　 7千円　　 教育相談員        　　　　　　　　　　　 3,478千円
　
通訳派遣　　　　　　　　　　7,385千円
　  通訳派遣　　　＠3,840×1,230ｈ　4,723千円     事務補助嘱託員　                          2,662千円
 
教育センター校運営経費　　　  692千円
　  貸出用図書整備   ＠70,000×8校    560千円　　 事務用消耗品　　 ＠10,000×８校  　　　　　  80千円
　  建物修繕　　　　 ＠6,500×8校      52千円

人件費　担当本務職員2.8人　　22,545千円

総事業費
（単位：千円）

Ｈ21年度(予定)単位

人事業実績

Ｈ19年度(実績) Ｈ20年度(実績)

時間

項　　目

日本語指導が必要な児童・生徒数

日本語指導・通訳派遣時間数

特記事項
(事業の沿革等)

「帰国した子どもの教育センター校」の設置(S59)
通訳者派遣事業(H4)
日本語指導協力者派遣事業（Ｈ9）

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）

横浜市
①日本語講師の派遣(週1回年間35回、26人の巡回指導で9ヶ国語に対応、1派遣2時間で1回2,800円)
②日本語教室(市内4ヶ所,通級回数60回まで)③国際教室(51校設置)④学校用語･通知文対訳集(8ヶ国語)
神戸市
①教育センターに相談窓口設置　②外国人児童生徒受入校支援ボランティア派遣(170名の登録、1派遣2時
間、1回4,000円)　③子ども多文化共生サポーター事業(来日3年未満の子どもに週1～3回通訳･授業支援者
派遣、1派遣4時間で1時間2,840円　県事業)　④センター校(中学校)での放課後JSL教室開催

□外郭団体等

業務内容

□有

実施主体 □
市民活動団体
（　NPOなど　）

15,956

280

2,752 2,490 2,651

234 263

151,068 141,807

14,977



帰国、来日等の児童・生徒数（Ｈ20年５月１日現在） 

 

・帰国した海外勤務者の児童・生徒 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

小学校 １０８名 ６０校 １０９名 ６４校  ８３名 ５５校 ６５名 ４７校

中学校 １９名 １５校 ２９名  ２０校 ２４名 １９校 ３８名 ２７校

計 １２７名 ７５校 １３８名 ８４校 １０７名 ７４校 １０３名 ７４校

 

 

・来日外国人の児童・生徒 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

小学校 ２５１名 １０５校 ２５０名 ９９校 ２４６名 ９８校 ２５６名 １０９校

中学校 １６９名 ７１校 １５１名 ７０校 １７８名 ７４校 １６８名 ６６校

計 ４２０名 １７６校 ４０１名 １６９校 ４２４名 １７２校 ４２４名 １７５校

 

 

・中国等から引き揚げてきた児童・生徒（中国帰国残留孤児等の子ども）及び関連して来日 

 した児童・生徒（孤児等の孫や身内の者） 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

小学校 ７５名 ２０校 ６８名 １９校 ６１名 １８校 ５６名 １３校

中学校 ３４名 １４校 １５名 ９校 ２０名 ６校 １８名 ６校

計 １０９名 ３４校 ８３名 ２８校 ８１名 ２４校 ７４名 １９校

 

 

・ 来日外国人児童・生徒の国籍別内 

                                 

 小学校 中学校 計 

中国 １１６ ６２ １７８

韓国 ４３ ４４ ８７

フィリピン ３９ ３２ ７１

ブラジル １３ ８ ２１

ペルー ９ ３ １２

台湾 ６ １ ７

アメリカ ４ ２ ６

タイ ０ ５ ５

ロシア ５ ０ ５

ベトナム ２ ２ ４

インドネシア ３ ０ ３

マレーシア ３ ０ ３

ボリビア １ ２ ３

その他 １２ ７ １９

計 ２５６ １６８ ４２４
<参考>平成21年度 

１７２名 ９９校

１０８名 ５３校

２８０名 １５２校

 

 

・日本語指導が必要な外国人児童・生徒数（Ｈ20年５月１日現在） 

その他の内訳 
【各２名】 
・コロンビア ・エジプト 
・カナダ 

【各１名】 
・スリランカ ・アフガニスタン 
・ルーマニア ・ネパール 
・スイス   ・スウェーデン 
・ウクライナ ・スーダン 
・トルコ   ・ウズベキスタン  

・バングラデシュ   他 

 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 

小学校 １２３名 ６５校 ８２名 ４９校 １２５名 ６７校 １５２名 ８１校

中学校 ７７名 ４７校 ７３名 ３９校 １０９名 ５４校 １１１名 ５５校

計 ２００名 １１２校 １５５名 ８８校 ２３４名 １２１校 ２６３名 １３６校



平成20年度にセンター校に通級した児童・生徒数 

（児童生徒１人あたり、週２～３回通級し、１回約２時間の指導） 

センター校名 区 人  数 国  籍  別  人  数 

木川小 学校       淀川区 １２ 中国 4、韓国 3､フィリピン 2、アメリカ１､、コロンビア 1、ロシア 1 

長池小 学校       阿倍野区 ２０ 中国13、フィリピン1、タイ1、韓国2、ベトナム1、モンゴル1、アメリカ1 

西九条小学校 此花区 ３２ 中国19、フィリピン5、ブラジル3、韓国1、イラン1、ベトナム1、タイ1、スエーデン1 

瓜破東小学校 平野区 ９ 中国7、韓国1、フィリピン1 

小  計  ７３  

豊崎中 学校       北区 ２１ 中国 8、タイ 4、韓国 4、フィリピン 3、コロンビア 1、ウクライナ 1 

阿倍野中学校 阿倍野区 ２８ 
中国 8、韓国 6、フィリピン 8、ブラジル 2、ペルー1、ベトナム 1 
アメリカ１、台湾１ 

市岡中 学校       港区 ３５ 中国 20、フィリピン 6、ブラジル 3、韓国 2、アメリカ 1、タイ 1、ペルー1、イラン 1 

瓜破中 学校       平野区 １７ 中国11、韓国3、フィリピン2、ペルー1                     

小  計  １０１  

合  計  １７４  

 

◎通訳者派遣事業 

  ◇概要 

    ・初期対応：編入時に学校の説明や保護者との質疑応答を通訳する 

  ・説明会等：学校行事や指導について保護者や子どもへの説明 

    ・意志疎通：児童･生徒と担任やクラスの児童･生徒たち等との意志の疎通 

 

◇ 派遣実績（１回あたり、１～２時間の派遣） 

 平成16年度実績 １，７５６ｈ 

平成17年度実績 １，４８７ｈ 

平成18年度実績 １，３０４ｈ 

平成19年度実績 １，１９５ｈ 

平成20年度実績 １，３７６ｈ 

 

      

◎日本語指導協力者派遣事業 

◇ 概要 

日本語指導を要する小学校低学年(１～３年生)に対し、在籍する学校に対し、日本語指導に関

して専門的な知識・経験を有する「日本語指導協力者」を派遣し、学校の教員とともに日本語指

導にあたる。 

    ･ 派遣回数は､ １件の申請につき２５回とする。ただし、派遣開始時の面接にも日本語指導協

力者が参加するため、２６回の派遣としている。 

◇ 派遣実績（１回あたり、約１時間の指導） 

 
平成１６年度の派遣実績   49校 

平成１７年度の派遣実績   39校 

平成１８年度の派遣実績   44校 

平成１９年度の派遣実績   50校 

平成２０年度の派遣実績   42校 
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